
2 年 国 調 56,400 人 　

27年国調 55,912 人

増 減 率 488 人 0.9 ％

住台

民帳  7.1.1 54,066 人 人 6.4 ％ 人 6.7 ％

基人  6.1.1 54,279 人 人 35.3 ％ 人 36.0 ％

本口 増 減 率 △ 213 人 △ 0.4 ％ 人 58.4 ％ 人 57.3 ％

   区          分

9,103,785 30.1 △ 0.9  ○

384,710 1.3 1.4

3,230 0.0 39.3

58,157 0.2 36.5

77,583 0.3 82.1

1,483,272 4.9 0.9

53,674 0.2 △ 6.4

38,593 0.1 23.9

138,050 0.5 8.2

311,824 1.0 365.8

7,704,136 25.5 4.4  ○

7,265,776 24.0 4.7  入湯税 

438,360 1.5 0.1  事業所税 

19,358,900 64.1 3.0  都市計画税 

7,240 0.0 △ 4.7

244,267 0.8 △ 0.5

358,683 1.2 △ 4.0

3,708,181 12.3 △ 11.3 円 定数

1,381,125 4.6 9.3 円  議員公務災害  火葬場 ○

68,126 0.2 △ 62.3 円  非常勤公務災害  衛生その他 ○ 1

528,728 1.7 36.6 円  退職手当  土木その他 1

36,588 0.1 △ 83.8 円  事務機共同  常備消防 ○ 1

1,250,969 4.1 △ 30.8 円  税等滞納整理 ○  教育その他 ○ 1

1,447,863 4.8 △ 3.2 円  総務その他 ○  その他 1

1,830,800 6.1 △ 65.6 円  老人福祉 ○  介護保険 ○ 16

円  ごみ処理 ○  後期高齢者医療 ○

 し尿処理 ○ ○

  基準財政収入額

  基準財政需要額

  標準税収入額

  標準財政規模

4,982,992 17.0 10.6 22.9

2,695,434 9.2 8.8 －

5,089,294 17.4 10.0 8.6

2,682,847 9.2 △ 0.8 14.4

2,610,064 8.9 △ 2.0 14.0

71,917 0.3 81.3 0.4 実質赤字比率（％）

866 0.0 △ 63.3 0.0 連結実質赤字比率（％）

12,755,133 43.6 7.8 45.9 実質公債費比率（％）

3,413,046 11.7 △ 0.4 13.2 将来負担比率（％）

419,319 1.4 7.9 2.2

5,839,379 20.0 △ 8.4 23.7

3,325,523 11.4 0.4 13.6   特 定 目 的

368,622 1.3 135.8

3,315,477 11.3 △ 57.5 千円

3,302,300 11.3 △ 57.1 世帯

 補  助 1,234,253 4.2 △ 76.1 )

13,177 0.0 △ 88.3 円

円

［注］　（　）内は、臨時財政対策債を経常一般財源等から除いた経常収支比率等。

　 　　　＊臨時財政対策債(67,400)は、決算統計においては臨時的な一般財源等に区分されている。

令 和 ６ 年 度
2 年 国 調（人) 11,835 ふりがな ち　の　し

区   分

人
　
口

       産 　業 　構 　造　・　就 　業　 人　 口
人　口　集　中　地　区　人　口

県 名 長 野 県

2　年　国　調 27　年　国　調
27 年 国 調（人) 11,322

普通会計決算状況
(うち日本人)

面  　　積（k㎡) 266.59
(52,854)

コード番号 ２０２１４２
市 町 村 類 型

第 1 次 1,752 1,943

区　　　　　　　　　分 令和６年度(千円) 令和５年度(千円)

団　体　名 茅 野 市
地方交付税種地

Ｉ－２

Ⅱ－２

(7.3.31)

(53,188) 第 2 次 9,726 10,316
人 口 密 度（人) 211.6

第 3 次 16,091 16,424

34,276,929

区        分 決　算　額 構成比 増減率 経常一般財源等 構成比
歳 出 総 額 29,228,388 33,025,960

歳　　　入　　　の　　　状　　　況      （ 単位 ： 千円 ・ ％ )
　市　　町　　村　　税　　の　　状　　況　　　（ 単位 : 千円 ・ ％ ） 指定団体等の

指定の状況
収
 
支
 
状
 
況

歳 入 総 額 30,221,470

区　　　　分 徴 収 済 額 構成比 増減率

3,038,951地 方 譲 与 税 384,710 2.1
市　民　税

個人分 2,881,568 31.6 △ 6.1

基準税額×100/75
地 方 税 8,587,926 46.5

8.2利 子 割 交 付 金 3,230 0.0 法人分 725,771

47.1 1.2 4,293,163

旧 工 特 実 質 収 支 888,005 1,072,534

105,077 178,435
超過課税分収入済額

歳 入 歳 出 差 引 993,082 1,250,969

△635,158

旧 新 産 翌年度へ繰越すべき財源

763,157 低 開 発 単 年 度 収 支 △184,5298.0

352,563

旧 産 炭 積 立 金 14,768 16,595
株式等譲渡所得割交付金 77,583 0.4 軽 自 動 車 税 252,210 2.8 4.6 228,315 山 振 繰 上 償 還 金

配 当 割 交 付 金 58,157 0.3 固 定 資 産 税 4,288,511

過 疎 積 立 金 取 崩 し 額
ゴルフ場利用税交付金 53,674 0.3 鉱 産 税 △618,563首 都 実 質 単 年 度 収 支 △169,761

地方消費税交付金 1,483,272 8.0 市 た ば こ 税 363,924 4.0 1.5

自動車税環境性能割交付金 38,593 0.2 特別土地保有税 近 畿 区　　　　　　　分 職員数 給　料　月　額 １人当り平均給料月額
軽油・自動車交付金 1,886 0.0

（6年4月1日現在） Ａ（人) 　　　　Ｂ（千円）　　　 Ｂ/Ａ (円)法人事業税交付金 138,050 0.8 法 定 外 普 通 税

93.5 △ 0.8 8,676,149 中 部  ○134.6 1,886 0.0 （ 小       計 ) 8,511,984

市 町 村 圏
145,411 306,128財政健全化等

一
般
職
員
等

一　般　職　員
指数表選定 うち技能労務員

消　防　職　員

145,411 306,128

地方特例交付金 311,824 1.7 旧 法 に よ る 税

地 方 交 付 税 7,265,776 39.4 目 的 税 591,681 6.5

財 源 超 過 教 育 公 務 員

△ 1.2

1.0

475

内
訳

 普     通 7,265,776 39.4
内
　
訳

臨　時　職　員

合　　　　　計

75,822 0.8

 特     別

19.2

（一般財源計） 18,404,681 99.7 515,859 5.7

使用料・手数料 23,326 0.1
一部事務組合加入の状況

市
民
税
法
人
分

均等割

分担金・負担金 4,225 0.0
合　　　　　計 9,103,665 100.0

１号 50,000

3,817 0.0

所得割

交通安全交付金 7,240 0.1  水利地益税等 

月額適用開始 給料(報酬)月額

都道府県支出金 ２号 120,000 年 月 日

特別職等

給料（報酬) １人当たり平均

国 庫 支 出 金

適
用
税
率
の
状
況

個
　
人
　
分

市
　
民
　
税

均等割 ３,０００円

475

△ 0.7 8,676,149

　　　　　（円）

財 産 収 入 市 長 26.4.1 907,000３号 130,000

26.4.1 736,000

繰 入 金 比率　１.０ ５号 160,000 教 育 長 28.10.1 662,900
寄 附 金 標準税率に対する ４号 150,000 副 市 長

26.4.1 435,000

諸 収 入 15,916 0.1
固　定　資　産　税 １.４／１００

７号 410,000 議会副議長

繰 越 金 ６号 400,000 議 会 議 長
26.4.1 364,000

地 方 債 67,400 ８号 1,750,000 議 会 議 員 26.4.1 332,000

(18,459,205) 法人税割 6.0/100  交通災害共済
区　　　　　分 指数等(単位：千円)

性　　質　　別　　歳　　出　　の　　状　　況        （ 単位 ： 千円 ・ ％ ） 目　　的　　別　　歳　　出　　の　　状　　況　　　　（ 単 位 ： 千円 ・ ％ )
６
年
度

都　市　計　画　税 ０.２／１００
９号 3,000,000

歳 入 合 計 30,221,470 100.0 △ 11.8
18,526,605

100.0

決　算　額  Ａ 構成比 増減率 Ａのうち普通建設事業費 Ａの充当一般財源等額 10,915,051

8,627,082

15,890,183

区        分 決　算　額 構成比 増減率 充当一般財源等額  経常経費充当一般財源等 経常収支比率
区            分

18,248,256議 会 費 180,009 0.6 0.9 180,009

4,966,685   経 常 収 支 比 率  （％） 93.6（93.9）

うち職員給 2,235,494            － － 民 生 費 9,744,197 33.3 9.0 116,103 6,145,987   財 政 力 指 数 0.549
人 件 費 4,310,051 4,249,944 (23.0) 総 務 費 5,456,901 18.7 3.6 139,006

扶 助 費 2,375,780 1,594,404 (8.6) 衛 生 費 4.9

公 債 費 2,661,664 2,661,664 (14.4) 労 働 費 100,550 0.3 0.5

1,944,510 6.7 3.6 23,537 1,681,380   実 質 収 支 比 率  （％）

310,377

26,089   経常一般財源等比率 （％） 101.5　(101.2)

内
　
訳

元 金 2,588,881 2,588,881 (14.0) 農 林 水 産 業 費 550,727

利 子 71,917 71,917 (0.4) 商 工 費 1,549,801

1.9 8.0 271,301

5.3 △ 21.8

2.9 1.7 42,593

45,666 447,647
健全化
判　断
比　率

－　

10.0 5.6 1,469,381 1,524,667 －　 一時借入金利子 866 866 (0.0) 土 木 費 2,919,899

維 持 補 修 費 400,596 400,596 (2.2) 災 害 復 旧 費 13,177

（ 小 計 ） 9,347,495 8,506,012 (46.0) 消 防 費 860,282

0.1

768,708 7.5
物 件 費 2,767,946 2,442,950 (13.2) 教 育 費 3,225,488 11.0 △ 12.7

△ 94.3 10,777
基　　金

現 在 高

　財　　　 調 2,081,831

470,000

1,194,713 2,112,456 40.2

9.2 △ 0.8 2,661,664   減　　　 債 1,705,005補 助 費 等 5,519,884 4,393,030 (23.8) 公 債 費 2,682,847

1,173,042

繰 出 金 2,044,870 7.0 3.9 1,721,016

 うち一部組合負担金 3,294,520 2,520,216 (13.7) 諸 支 出 金
  土 地 開 発1,593,728 8.6 (8.6) 前 年 度 繰 上 充 用 金

積 立 金 323,022   経常経費充当一般財源等計　 歳 出 合 計 29,228,388 100.0
投資･出資金･貸付金 1,072,542 3.7 0.1

0.5 3,302,300 20,836,446
地 方 債
現 在 高

収 支 額 普通会計からの 職員数
政 府 資 金 9,938,423

再 差 引 収 支 額 115,909 千円 そ　の　他

投 資 的 経 費 756,007 経  常  収  支  比  率 国民健康保険（事業) －

16,522,199
17,336,796 千円前年度繰上充用金

公
営
事
業
等
の
状
況

の有無 （千円） 繰入金　(千円) （人）

480
事　　業　　名

法適用

117,137 398,628 11 普通会計からの繰入金 398,628 債　 務 　負　 担　 行　 為　 額
国

保

会

計

の

状

況

交 付 金 精 算 額 合　　　計 26,460,622

) 翌

年

度

以

降

支

出

予

定

額

物件等購入 2,322,1593 (うち退職被保険者世帯数） （0

7  (うち退職被保険者等数)

16 加 入 世 帯 数 6,58593.6（93.9）％
内
　
　
訳

普通建設事業費 745,230  上 水 道 事 業 有

－ 37,891 185,022うち人件費 102,607 0.4 △ 56.2 102,357  後期高齢者医療

 うち
165,235 歳　入　一　般　財　源  下 水 道 事 業 有 248,218 610,846

151,987 17,528 保証・補償
（0 そ の 他 1,176,298

 単  独 2,068,047 7.1 △ 17.9 579,995 実質的なもの
21,829,528 千円災害復旧事業費 10,777

被  保  険  者  数 9,662 人

滞　納 合　計
失業対策事業費 ラ ス パ イ レ ス 指 数

一世帯当り保険税調定額 152,085 徴

収

率

区分 現　年
被保険者１人当り保険税調定額 103,651 市　民　税 99.3% 43.5% 98.8%

歳 出 合 計 29,228,388 100.0 △ 11.5 20,836,446
99.0% 16.4% 96.2%

（6年4月1日現在） 96.6
被保険者１人当り費用 346,653 円 固定資産税

税　合　計 99.2% 20.9% 97.5%

＊


